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今号の主な記事今号の主な記事

風力発電由来の実質ＣＯ２フリー電力　ＥＶ用急速充電器及びＥＶカーシェアの運用開始
コスモ石油マーケティング（4面）

石炭ガス化複合発電設備が完工　産業基盤創出と福島県の復興へ
勿来ＩＧＣＣパワー　先月 16日から運転開始（4面）

　

経
済
産
業
大
臣
政
務

官
の
宗
清
で
ご
ざ
い
ま

す
。

　

令
和
３
年
度
知
財
功

労
賞
表
彰
式
の
開
催
に

当
た
り
、
一
言
御
挨
拶
い

た
し
ま
す
。

　

ま
ず
、
受
賞
さ
れ
た
皆

様
に
心
よ
り
お
祝
い
申

し
上
げ
ま
す
。

　

知
財
功
労
賞
は
、
知
財

制
度
の
発
展
や
普
及
に

貢
献
し
た
個
人
や
企
業

の
皆
様
を
表
彰
す
る
た

め
昭
和　

年
に
創
設
さ

６２

れ
、
今
回
が　

回
目
と
な

３５

り
ま
す
。
今
年
は
暦
の
関

係
で
２
日
早
い
で
す
が
、

毎
年
、「
発
明
の
日
」
で

あ
る
４
月　

日
に
、
表
彰

１８

式
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

今
回
、
受
賞
者
と
な
ら

れ
た
皆
様
を
始
め
、
こ
れ

ま
で
知
財
功
労
賞
を
受

賞
さ
れ
た
皆
様
に
よ
る

取
組
が
、
我
が
国
の
知
財

制
度
の
発
展
、
ひ
い
て
は

日
本
経
済
の
成
長
を
支

え
て
い
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
感
染
拡
大
に
伴
い
、

日
常
生
活
や
業
務
に

様
々
な
制
約
が
生
じ
る

中
、
知
財
を
活
用
し
、
社

会
課
題
の
解
決
や
、
経
済

の
発
展
に
尽
力
し
て
い

ら
っ
し
ゃ
る
皆
様
の
取

組
に
、
心
か
ら
敬
意
を
表

す
る
次
第
で
す
。

　

受
賞
さ
れ
た
皆
様
が
、

今
回
の
受
賞
を
機
に
、
国

際
的
な
知
財
制
度
の
普

及
、
人
材
育
成
、
知
財
を

活
用
し
た
事
業
展
開
を

含
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
得
意

分
野
に
お
い
て
、
よ
り
一

層
、
御
活
躍
さ
れ
る
こ
と

を
期
待
し
て
お
り
ま
す
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
感
染
拡
大
を
契
機

に
、
デ
ジ
タ
ル
化
、
リ

モ
ー
ト
・
非
接
触
な
ど
、

経
済
活
動
の
あ
り
方
が

大
き
く
変
化
し
て
い
ま

す
。

　

経
済
産
業
省
で
は
、
こ

の
よ
う
な
社
会
の
デ
ジ

タ
ル
化
に
対
応
し
た
手

続
や
権
利
保
護
の
見
直

し
を
行
う
べ
く
、
国
会
に

法
律
案
を
提
出
し
、
御
審

議
い
た
だ
い
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、
従
来
、

審
判
廷
に
出
頭
し
て
対

面
で
行
っ
て
い
た
口
頭

審
理
を
、
ウ
ェ
ブ
会
議
シ

ス
テ
ム
で
も
可
能
と
す

る
な
ど
、
手
続
き
の
デ
ジ

タ
ル
化
を
進
め
ま
す
。

　

加
え
て
、
改
正
案
に

は
、
増
大
す
る
個
人
使
用

目
的
の
模
倣
品
輸
入
に

対
応
す
べ
く
、
海
外
事
業

者
が
、
模
倣
品
を
郵
送
等

に
よ
り
、
国
内
に
持
ち
込

む
行
為
を
、
商
標
権
等
の

侵
害
と
し
て
位
置
づ
け

る
措
置
も
、
盛
り
込
ん
で

お
り
ま
す
。

　

今
回
、
経
済
産
業
大
臣

賞
を
受
賞
さ
れ
る
Ｙ
Ｋ

Ｋ
株
式
会
社
や
、
特
許
庁

長
官
賞
を
受
賞
さ
れ
る

株
式
会
社
バ
ン
ダ
イ
は
、

独
自
の
取
組
に
よ
り
模

倣
品
供
給
国
の
税
関
職

員
と
の
連
携
を
行
う
な

ど
、
模
倣
品
対
策
に
先
進

的
に
取
り
組
ん
で
い
ら

っ
し
ゃ
い
ま
す
。

　

こ
の
度
の
法
改
正
は
、

受
賞
さ
れ
た
企
業
の
皆

様
を
含
め
、
知
財
を
活
用

す
る
企
業
の
支
援
を
目

的
と
し
た
も
の
で
す
。
こ

の
よ
う
に
、
社
会
や
産
業

構
造
の
変
化
に
応
じ
て
、

知
的
財
産
の
創
造
・
保

護
・
活
用
を
お
手
伝
い
で

き
る
よ
う
な
、
環
境
づ
く

り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
は
す
な
わ
ち
、
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
絶
え

ず
生
み
出
し
続
け
ら
れ

る
基
盤
を
築
き
上
げ
て

い
く
こ
と
に
、
ほ
か
な
り

ま
せ
ん
。
経
済
産
業
省
・

特
許
庁
と
し
て
、
全
力
を

挙
げ
て
取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
す
。

　

受
賞
者
の
皆
様
の
ま

す
ま
す
の
御
活
躍
と
日

本
の
知
財
制
度
の
発
展

を
改
め
て
祈
念
い
た
し

ま
し
て
、
私
か
ら
の
祝
辞

と
い
た
し
ま
す
。

　

本
日
は
、
お
め
で
と
う

ご
ざ
い
ま
す
。

（
令
和
３
年
４
月　

日
）

１６

「
令
和
３
年
度
知
財
功
労
賞
」
表
彰
式
式
辞

「
令
和
３
年
度
知
財
功
労
賞
」
表
彰
式
式
辞

経
済
産
業
大
臣
政
務
官

宗
清

皇
一

経
済
産
業
大
臣
政
務
官　

宗
清　

皇
一

デ
ジ
タ
ル
化
に
対
応
し
た
手
続
や
権
利
保
護
を
見
直
し

国
会
に
法
律
案
を
提
出

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
絶
え
ず
生
み
出
す
基
盤
を

　

特
許
庁
は
先
月　

日
、
令
和
３
年
度
「
知
財
功
労
賞
」
表
彰
式
を
東
京
・

１６

赤
坂
イ
ン
タ
ー
シ
テ
ィ
コ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
で
行
っ
た
。
今
年
度
は
、
経
済

産
業
大
臣
表
彰
と
し
て
個
人
４
名
と
企
業
等
７
者
、
ま
た
、
特
許
庁
長
官

表
彰
と
し
て
個
人
３
名
と
企
業
等　

者
を
表
彰
し
た
。

１１

４４
月

日
は
「
発
明
の
日
」

月　

日
は
「
発
明
の
日
」

１８１８
令
和
令
和
３３
年
度「
知
財
功
労
賞
」表
彰
式

年
度「
知
財
功
労
賞
」表
彰
式

■知的財産権制度関係功労者（4名／ 50音順）
　末吉　亙 氏［弁護士（KTS 法律事務所　パートナー弁護士）］
　杉村　純子 氏［弁理士（プロメテ国際特許事務所　代表弁理士）］
　長岡　貞男 氏［学校法人東京経済大学経済学部　教授］
　三尾　美枝子 氏［国立大学法人東京大学　産学協創推進本部　知的財産契約・管理部長］

■知的財産権制度活用優良企業等（7者／ 50音順）
○知財活用企業（特許） 
　旭化成株式会社［東京都］
　帝人株式会社［東京都］
　株式会社悠心［新潟県］
○知財活用企業（商標）
　YKK 株式会社［東京都］
○知財活用ベンチャー 
　WHILL 株式会社［東京都］
○オープンイノベーション推進企業
　西日本旅客鉄道株式会社［大阪府］
○デザイン経営企業
　株式会社ジャクエツ［福井県］

■知的財産権制度関係功労者（3名／ 50音順）
　上野　剛史 氏［日本アイ・ビー・エム株式会社　理事・知的財産部長］
　岡部　譲 氏［弁理士（岡部国際特許事務所　所長）］
　廣澤　勲 氏［弁理士（広沢国際特許事務所　代表弁理士）］

■知的財産権制度活用優良企業等（11者／ 50音順）
○知財活用企業（特許）
　株式会社尾鍋組［三重県］
　株式会社島津製作所［京都府］
　株式会社シンテック［福島県］
　ファミリーイナダ株式会社［大阪府］
　富士電機株式会社［東京都］

○知財活用企業（意匠）
　株式会社クボタ［大阪府］
○知財活用企業（商標）
　株式会社千石［兵庫県］
　株式会社バンダイ［東京都］
○オープンイノベーション推進企業
　大日本住友製薬株式会社［大阪府］
○デザイン経営企業
　ヤフー株式会社［東京都］
　ヤマハ発動機株式会社［静岡県］

令和 3年度「知財功労賞」　特許庁長官表彰

令和３年度「知財功労賞」表彰式　受賞者記念撮影　（2021 年 4 月 16 日　於　東京・赤坂インターシティコンファレンス　）

令和 3年度「知財功労賞」　経済産業大臣表彰
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令和 3年度　知的財産権制度関係功労者表彰　　知財功労賞  経済産業大臣表彰

令和 3年度　知的財産権制度関係功労者表彰　　知財功労賞  特許庁長官表彰

 　

一
般
社
団
法
人
日
本
経
営
協
会
は
、
５
月　

日
（
水
）・　

日
（
木
）・

１２

１３

　

日
（
金
）
の
３
日
間
、
第　

回
「
自
治
体
総
合
フ
ェ
ア
２
０
２
１
」
を

１４

２５

パ
シ
フ
ィ
コ
横
浜
・
展
示
ホ
ー
ル
Ａ
（
神
奈
川
県
横
浜
市
・
み
な
と
み
ら

い
）
で
開
催
す
る
。

　

テ
ー
マ
は
「
地
域
で
創
り
、
育
み
、
守
り
、
持
続
可
能
な
地
域
社
会

へ
」。
自
治
体
経
営
の
革
新
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
住
民
が
真
に

豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
魅
力
あ
る
地
域
社
会
の
実
現
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
い
る
。

　

出
展
予
定
者
数
は
約
１
０
０
社
・
団
体
。
来
場
対
象
者
は
、
官
庁
・
自

治
体
、
議
会
・
議
員
、
教
育
委
員
会
・
学
校
関
係
者
、
財
団
・
社
団
等
団

体
、
公
営
企
業
・
公
社
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
医
療
福
祉
部
門
、
公
共
部
門
な

ど
の
関
係
者
で
、
来
場
者
目
標
数
は
約
１
０
�
０
０
０
人
。
展
示
会
入
場

料
は
無
料
（
原
則
は
招
待
券
持
参
者
・
事
前
登
録
者
、
た
だ
し
当
日
登
録

者
も
可
）。

　

全
体
構
成
は
、
①
出
展
者
展
示
エ
リ
ア
②
主
催
者
企
画
（
１
）
電
子
政

府
コ
ー
ナ
ー
（
予
定
）、（
２
）
協
働
ま
ち
づ
く
り
表
彰　

特
別
プ
ロ
グ
ラ

ム
③
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
・
セ
ミ
ナ
ー
（
１
）
自
治
体
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
、

（
２
）
出
展
者
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ミ
ナ
ー
、
と
な
っ
て
い
る
。

　

後
援
（
予
定
）
は
、
内
閣
府
、
総
務
省
、
消
防
庁
、
文
部
科
学
省
、
厚

生
労
働
省
、
国
土
交
通

省
、
全
国
知
事
会
、
全

国
市
長
会
、
全
国
町
村

会
、
指
定
都
市
市
長

会
、
全
国
都
道
府
県
議

会
議
長
会
、
全
国
市
議

会
議
長
会
、
全
国
町
村

議
会
議
長
会
、
東
京

都
、
独
立
行
政
法
人
情

報
処
理
推
進
機
構
、
国

立
研
究
開
発
法
人
防

災
科
学
技
術
研
究
所
、

地
方
公
共
団
体
情
報

シ
ス
テ
ム
機
構
、
日
本

放
送
協
会
（
Ｎ
Ｈ
Ｋ
）

な
ど
。

　

同
時
開
催
は
「
企
業

立
地
フ
ェ
ア
２
０
２

１
」。

第　

回
「
自
治
体
総
合
フ
ェ
ア
２
０
２
１
」

２５
「
地
域
で
創
り
、育
み
、守
り
、持
続
可
能
な
地
域
社
会
へ
」
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知財功労賞　 経済産業大臣表彰
知財活用企業 ( 特許 )　旭化成株式会社　代表取締役社長 小堀 秀毅

●受賞のポイント
　高度化する事業を持続的に支援する知財専門家集団として、事業の利益を守り、事業の価値の最大化を実現する、という恒久的な知財ミ
ッション(Sustainable IP Goals)を掲げ、徹底して事業貢献を意識した知財活動を実施。各事業領域での事業戦略を踏まえた知財強化活動
が全領域で実施されており、事業戦略を支える知財活用シナリオを意識した知財網の構築を推進している。
　中期経営計画に掲げるデジタルトランスフォーメーション(DX)による事業高度化に知財面から貢献するため、事業環境の分析や事業戦略
の策定にあたっては知財情報等を活用したIPランドスケープ活動を全社的に推進。またDXによる事業構造の転換に備え、知財部内に専門
のIPDX チームを組織し、先行技術調査ガイドラインや発明創出ガイドラインを作成し、全社支援を行っている。
　研究者に対する知財マインド向上を目的とした教育カリキュラムが徹底されており、現名誉フェローの吉野彰氏をはじめとし、代々の研究者に
高い知財マインドが継承されている。同時に、知財調査に対する意識の高さ、重要出願に関する国内外の高い査定率、係争に関する高い勝
率が強みである。

知財功労賞　経済産業大臣表彰
知財活用企業（特許）　帝人株式会社　代表取締役社長執行役員　鈴木　純

●受賞のポイント
　「環境価値」、「安心・安全・防災」、「少子高齢化・健康志向」の3 つのソリューション提供領域を中心に、“Strategic Focus”（将来の収益
源）と“Profitable Growth”（利益ある成長）の両輪を意識した経営をしている。知財部門は、この両輪を支えるべく、①事業と重点テーマを決
めて知財戦略を強化、②グローバル知財リスクマネジメントの整備、③ポートフォリオ変革に適した体制整備と人財育成を中期目標として推進
している。
　知財部門はIPランドスケープの分析手法を利用して、顧客ニーズの発掘、新領域での新規テーマ、アライアンス候補探索等の事業支援をし
ている。また、オープンイノベーションを積極的に行っており、必要な技術を評価、獲得、権利化することで事業拡大に貢献している。
　世界的に治療薬の種類が少なかった高尿酸血症・痛風治療の領域において、新薬「フェブキソスタット」の発明に成功した。一方、世界で初
めて製造タクトタイムを約１分に短縮し、量産対応を可能にした革新的な熱可塑性炭素繊維複合材料「セリーボ」が米国ピックアップトラックに
採用された。いずれもグローバルに知財権を取得、活用している。

知財功労賞　経済産業大臣表彰
知財活用企業 ( 商標 ) 　YKK株式会社　代表取締役社長　大谷 裕明

●受賞のポイント
　商標活動をYKK精神「善の巡環」(他人の利益を図らずして自らの繁栄はない)の実践と位置づけ、顧客・消費者に安心してYKK商品を使
用頂くために、商標権の品質保証機能の最大化を目指している。そのための施策例として、「YKK」商標 (26 類 :ファスナー等 )を世界 177ヶ国・
地域で登録している他、模倣品対策や後願類似商標の排除等をグローバルベースで積極的に推進している。
　クロスボーダーの模倣品対策を推進すると共に、偽 YKKファスナーから真正品への置き換えによる売上高を、模倣対策の効果として可視化して
いる。また、中国における模倣品 ( 偽 YKKファスナー) 業者への行政摘発を、1993 年から継続的に行っており、これまで、累計約 700 件の取り締
まりを実施している。
　B.P.P.(Brand Protection Partnership)と称する、模倣対策の意見交換会を主催して、顧客、異業種企業、行政機関を含む官民連携体制
での模倣対策活動を推進し、参加団体の偽物対策強化へ貢献している。また、顧客 ( 衣類、靴メーカー等 )と協働し、偽 YKKファスナーが使用さ
れた顧客商品の偽物の排除も積極的に推進している。

知財功労賞　経済産業大臣表彰
オープンイノベーション推進企業　西日本旅客鉄道株式会社　代表取締役社長　長谷川　一明

●受賞のポイント
　目指すありたい姿として「ＪＲ西日本技術ビジョン」を掲げ、オープンイノベーションの方針を明確に宣言し取組みを推進している。組織として
２０１８年にオープンイノベーション室を設置し、２０２０年に鉄道本部内にイノベーション本部を発足させ、体制を強化し、イノベーション創出を推進して
いる。
　中小・ベンチャー企業との協業では、意思決定プロセスの違いなど多くの見えないギャップがあり、当初は多くの困難を経験した。この教訓から、
企画段階で協業のゴールイメージの共有を図る仕組みを導入したことにより、オープンイノベーションが加速的に進展している。世界初のフルスク
リーンホームドア（ナブテスコ）や車椅子段差解消機構（小松製作所）など、協業先と共にイノベーションを育成・創出し、双方の企業価値の向上に
繋げている。
　「守り」として鉄道の安全・安定な持続的運営に貢献する技術（ホームドア等）を、「攻め」として収益可能性が上がる技術（保守時期を見極め
る技術、自動運転等）を、意図して戦略的に知財を取得している。またグループ会社におけるＣＶＣ活動等との連携を図ることにより、知財の活
用及び活用支援の組織体制を充実させている。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業 ( 特許 ) 　株式会社尾鍋組　代表取締役　尾鍋　哲也

●受賞のポイント
　特許の取得・管理については、三重大学や三重ティーエルオーと連携しており、更に、より広く強い特許を出願するために知財総合支援窓口
や、弁理士事務所とも連携し特許戦略を策定している。また、施工管理装置・ソフト( 特許取得済 )を活用し、地盤改良工事の施工記録を暗号
化し管理する仕組みを構築することにより、全国の施工代理店による安定した品質の地盤改良工事の提供を実現している。
　当社の主な収益は、加盟金 ( 特許技術の権利使用対価 ) 及び「施工アカウント(ロイヤリィー)」( 施工量に応じて施工代理店からの「特許技
術の使用料」)であり、特許技術を活用したエコジオ工法は、( 財 ) 日本建築総合試験所から建築技術性能証明を取得。その結果、住宅市場
での優位性の確保と実用化の促進を実現しており、国土交通省が運用する新技術登録システムNETISへも登録済みのため、公共工事でも活
用可能となっている。
　エコジオ工法の普及を通し、地球環境負荷の低減に貢献しており、さらに、安定した高品質の業務提供を目指すため、施工代理店、三重大
学と連携してエコジオ工法協会を設立している。施工代理店は現時点で 47 社 (54 箇所 )であり、施工件数は 2 万件を超えている。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業 ( 特許 ) 　株式会社シンテック　代表取締役社長　赤津　和三

●受賞のポイント
　過去の知財に関する苦い経験をきっかけに、知的財産権で技術を守る意識が芽生え、特許取得に加え営業秘密の管理などにも留意している。
現在は、外部弁理士とタッグを組んで、知財を意識した事業体制を構築し、製品開発をする際には、弁理士が作成した特許マップを参考に事業
戦略を立案している。
　Quality の高い体内固定用ケーブルは、医療機器であるため、厚労省認可が必要で参入障壁が高いこと、ケーブルの構造等を特許化するとと
もに、ケーブルの撚り方などみえないところはノウハウにて保護することにより、3 重に障壁を構築している。医療用用途のため、他用途で使用される
ケーブルと比較すると非常に利益率が高くなっている。
　自社の知財の取組等について、福島知財活用プロジェクトにおける発表会や各種マスメディアでの掲載等を行うことにより、中小企業における知
財活用推進に貢献している。また、東日本大震災に遭遇し、設備等が損壊する被害を受けるも、2カ月後には工場を再開しており、各種補助金を
活用するとともに福島県立医科大学をはじめ、産官学連携による事業体制を確立することにより事業を推進している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業（特許）　富士電機株式会社　代表取締役社長　北澤　通宏

●受賞のポイント
　知財権の重要性を示すため、知財センターのレベルを格上げするとともに、知財情報をより一層、事業や研究開発に活用するため、ＩＰランドス
ケープを行うチームを社内に新設し、事業部門や研究開発部門と連携して、「提案型」「積極型」の知財活動の取組みを強化している。また、事業
を牽引する知財ポートフォリオの構築と活用を方針に掲げ、知財に関する長期戦略、中期計画を策定するとともに、各年度の事業、研究開発テー
マに対応した短期実行計画を実施している。
　事業戦略上必要なタイミングで知財ポートフォリオを構築し活用するため、審査官面接、事業戦略対応まとめ審査、早期審査制度を積極的に
利用するとともに、１０年以上継続している特許庁との意見交換会には技術開発担当役員も出席し、経営層の視点で知財権の取得に関する課
題認識や提案を行い、より良い知財制度実現に貢献している。
　船舶用排ガス浄化システムの市場参入に際し、製品の特徴である小型化技術、省エネ制御技術について事業戦略対応まとめ審査、ＰＰＨを
活用して特許権を早期に取得するとともに、特許権をＰＲして参入市場での認知度向上を図る等、特許権を事業展開に積極的に活用している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業 ( 商標 ) 　株式会社千石　代表取締役　千石　唯司

●受賞のポイント
　大手企業の事業撤退を機に取得した「遠赤グラファイト(約0.2秒で1,300度に達するという特徴)」の特許技術に着目して、独自に発展・開
発したトースターが TV 等 に取り上げられ大ヒットとなっている。また、青炎式石油ストーブで有名な英国ブランド「アラジンブルーフレーム」の日本
でのOEM 製造受託を開始した。その後、販売代理店を買収し、日本に於ける「Aladdin( 商標権 )」の独占的使用権及び販売権を獲得して
いる。
　技術×特許×ブランドにより、自社の競争優位環境を構築しており、コーポレートブランドとプロダクトブランドの双方を追求している。商品企画
/ デザイン部門・開発部門・品質保証部門・コールセンターが同じフロアに集まっていて、密なコミュニケーションを取りながら顧客の声を素早く
製品に反映できる仕組みを構築しており、ものづくりを一気通貫で行う体制が強みである。
　製品毎の中・長 期の事業戦 略を作成しており、知 財戦 略はこの事業戦 略の中に組み込んでいる。また、知 財担当者が年間の知財総括
報告書を作成し、経営層や他部門に報告し、知財戦略の見直しにも利用している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
オープンイノベーション推進企業　大日本住友製薬株式会社　代表取締役社長　野村　博

●受賞のポイント
　2014 年に今後の持続的な成長に向け、自社創薬に加え、導入や提携をより推進・強化することを目的にオープンイノベーション開発室（現：
オープンイノベーション推進部）を設置し、初期臨床 段階までの化合物の導入や提 携などを推進している。また、2015 年度にオープンイノベー
ション活動の一つとして、当社の初期創薬研究ニーズとマッチするアイデアを募集する活動「PRISM ※」を開始し、現在まで 28 件の採択を行
っている。
※ PRISM：Partnership to Realize Innovative Seeds and Medicines
　独自の成長モデルとして再生・細胞医薬事業、特にiPS細胞の医療応用に取組み、安定的・効率的に高品質な細胞製品を製造する技術
を継続的に開発・創出し、研究・開発・商用に必要な細胞を安定的に供給する技術について、特許・ノウハウによる保護を推進している。
　協業先（大学、公設試験研究機関、スタートアップ等）または先方研究者との意見や意向と自らの目指す方向を調整しつつ、WIN・WIN の
協業を積極的に進めており、協業先との知財に関連した連携実績を有している。

知財功労賞 特許庁長官表彰
デザイン経営企業　ヤマハ発動機株式会社　代表取締役社長　日高 祥博

●受賞のポイント
　当時の社長(現会長)の言葉、「コンセプトとデザインは譲れない」をベースに2012年にデザイン本部が発足しており、事業部単位だったコンセプ
ト・デザインの統一を目指している。さらに、商品が短期間でコモディティ化する世界でヤマハ発動機製品を買う「意味」をお客様に届ける必要性を
強く感じたことでデザイン経営に取り組んでいる。
　事業戦略構築の最上流である経営会議にデザイン責任者が参画するとともにデザイン経営の考え方を社内に浸透させるためデザイナーが事業
戦略構築へ参画し、お客様に届ける価値の「意味」を明確化するプロセスをサポートしている。2017 年にはイノベーションセンターを新たに建設し、デ
ザイナーとエンジニア含め多くの者が気軽に深く連携しやすい環境と、仕組みを整備している。
　知財部門の理念は、「IP for business」を旗印とし、ビジネスに貢献するための知財活動の実践である。YAMAHA」ブランドについては商標をほ
ぼ全世界・全区分で権利化するとともに、デザインについても多くの国で権利化し、ブランド・デザインの毀損に対しては毅然と対応することで企業
価値を高める活動を行っている。

知財功労賞　経済産業大臣表彰
知財活用企業 ( 特許 ) 　株式会社悠心　代表取締役社長　二瀬　克規

●受賞のポイント
　当社のビジネスの特徴は、基礎研究の結果を商品開発に直接活かし、独創的な商品を上市していることであり、社長自身が発明者となり知的
財産権の取得・活用の推進を実施し、研究開発部門の責任者を含め社長直轄の組織として効率よく、スピード感のある開発を行っている。また、
積極的に研究開発投資を行い、知的財産権を重要な経営財産と位置づけている。
 　IDは、開封後も容器の機能で鮮度を保つ世界初の液体容器であり、醤油メーカーのヤマサ醤油の「鮮度の一滴」に採用されている。現在は、
流動固形物と小袋レトルト充填包装に特化したビジネスモデルを開発し、知財を活用した独創的なビジネスを展開し、食品包装の革新を目指して
いる。
　充填包装機 ( ハード) の設計及び最終組立と充填包装資材となる粉砕含浸用 ERフィルム(ソフト) の設計と開発を社内で行い、ノウハウを
保護するとともに特許を取得することによりハード・ソフトをノウハウ・特許で保護し競争力を維持している。また、当社が開発した飲料用新型液体容
器 (CTカートン)は、プラスチック使用量を同容量のペットボトルの約 1/3に減量化しており、環境への配慮した容器として事業を推進している。

知財功労賞 経済産業大臣表彰
知財活用ベンチャー　WHILL 株式会社　代表取締役社長 CEO　杉江　理

●受賞のポイント
　製品の特徴である小回り及び段差がある状況での走行が可能なオムニホイールの開発について、コスト、耐久性、振動・異音といった課題に対
し、特許で保護するとともにノウハウとしても管理し、模倣品対策を遂行している。また、模倣対策として、各国の意匠制度を踏まえて効果的な対策
を考察し、2019 年下期よりバリエーションを増やした意匠登録出願を行い、実効性ある模倣対策を実行する手段を整備している。
　2020 年 6 月に羽田空港において、世界初で当社の自動運転パーソナルモビリティが導入されており、世界各国の空港での導入についても検
討が進展中である。新規ビジネスを保護する特許権の取得により、安定的なサービス提供が可能となり、投資家等に魅力的な事業を行うスタートア
ップ企業であることを遡及する効果としても知財を利用している。
　国内弁理士事務所との継続した取組みに加え、欧米中のグローバル弁護士ネットワークを構築し、外部リソースを積極的に活用した管理運用を
実施している。また、中国知財強化を図るべく、中国弁理士・弁護士と緊密に連携して特許・意匠等出願、審判請求対応、模倣品仕出し国にお
ける根絶的な解決に取り組んでいる。

知財功労賞　経済産業大臣表彰
デザイン経営企業　株式会社ジャクエツ　代表取締役　徳本　達郎

●受賞のポイント

　「未来は、あそびの中に。」というスローガンを掲げ、子どもの未来のためにより良いあそびの環境づくりを目指して積極的に外部デザイ
ナーとコラボレーションしており、プロダクトデザインという個別施策だけにとどまらず、経営戦略としてデザインを活用している。また、遊具な
どのデザインを通して、子どもたちが遊びの中で感性を育み、これまで以上に想像力を発揮することを意図して事業を推進している。
　製品開発においては、外部デザイナーの新たな視点と、社内デザイナーの安全性や遊びに対する知見を融合し、製品・サービスを企画。
社内デザイナーは、リサーチから、企画、開発、販売促進と各工程に関わり、一貫したデザイン活動をおこなう体制を構築している。
　社内の知的財産を一元的に管理し、加えて創造した新たな価値を、特許・意匠・商標として保護・活用することで、ブランド力の向上や、
ちいさな子どもが利用する製品の安全性の担保に繋げている。また、模倣品を効果的に抑止するため、特徴的なデザインを部分意匠として
出願するなど、知的財産権を戦略的に取得している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業（特許）　株式会社島津製作所　代表取締役社長　上田　輝久

●受賞のポイント
　研究開発テーマを全体俯瞰し、事業部と協働してテーマごとに発明届出目標を設定し発明創出活動を展開しており、開発テーマと創出知財
の紐づけて管理し、開発成果に対し漏れなく知財化している。特に、重要開発テーマは、開発計画初期段階で、競合との関係で強み弱みを知財
的観点から徹底調査を行い、特許ポートフォリオの構築で強力な知財障壁を構築している。
　知財の専門性を極めると共に、事業戦略、技術戦略を理解させることで、事業を牽引する知財を選別し、それを強い知財権として獲得できる能
力を備えた人材を育成しており、社内代理のみで審判や審決取消訴訟にも対応をしている。また、重点事業に知財マイスター活動を展開し、自社
の強みに知財障壁形成、他社製品との差別化によるビジネスを拡大している。
　パテントレビューポータルサイトを構築し、他社特許のレビューをペーパレス化することにより、複数人がサイト上で共有可能している。また、別テーマ
のレビューにて先に検討した特許があれば表示される他、申し送り機能を装備し、過去レビューの結果が埋没しない仕組みを採用している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業 ( 特許 ) 　ファミリーイナダ株式会社　代表取締役会長兼社長　稲田　二千武

●受賞のポイント
　知財担当部署である法務特許室は社長直轄の組織であり、専任のスタッフが在籍している。過去に某大手企業から特許訴訟を起こされたこと
で、知財が経営上の大きな武器にも危機にもなりえるという教訓から知財を重要視し、経営層の意図を直に反映した知財活動をスピーディーに実
行している。
　知財の全てを自社で独占ではなく、マッサージ機業界の全体発展を図るという経営戦略に基づき、知財部門が独占と開放を選別している。基
本特許は開放し競合にライセンスする一方、人間の手を再現したマッサージ機構や AI/IoT 等の先端技術の特許は独占し競争力を維持してい
る。また、社内アイデア創出システム(アイデアフェスティバル )を制定し、運用することにより新たなアイデアを創出している。
　保有特許をリストアップし、各特許に対して、営業訴求力、汎用性、残存期間、実施実績などを評価したレーダーチャートと簡単な技術説明を記
載した冊子を毎年作成し、経営層とも共有しており、棚卸しにも活用している。また、毎年、自社及び競合企業の特許を洗出し、自社特許との比
較、他社製品の侵害分析、自社製品の侵害分析、及び特許有効性分析を行い、常に勝つための権利行使の準備をしている。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業（意匠）　株式会社クボタ　代表取締役社長　北尾　裕一

●受賞のポイント
　ブランドデザイン戦略（デザイン＝ブランド）として機械製品（農業機械、建設機械等）には必ずコーポレートシンボルお
よび機体エンブレム（オーバルＫ）を付けることで、クボタブランドを表現し、統一デザインでブランド価値を向上している。
　機械製品については、製品毎に異なるデザインを見直し、クボタらしさを追求し、一貫性と機能性を持たせ進化するデザイ
ンとして「ファミリールック戦略※」を推進するとともに、クボタらしさを表した製品群のデザインについて積極的に意匠権
を取得している。また、農業機械全体をグローバルな視点で捉え、一目で「クボタ製品」と判るようクボタオレンジを使用し
た「ブランドカラー戦略」を推進している。　※メーカーの独自性を表現する製品群で一貫性のある外観デザイン
　中期経営計画に対応した事業毎の知財戦略を策定するとともに、全社におけるリスク管理活動のうち、品質保証や安全衛生
などと同様の重大なリスクの一つとして知的財産リスクを位置付けており、毎年、関連会社を含めた技術開発部門を対象に
「知的財産リスク管理監査」を実施している。

知財功労賞　特許庁長官表彰
知財活用企業（商標）　株式会社バンダイ　代表取締役社長　竹中　一博

●受賞のポイント
　外部企業との共同企画等において、産業財産権の取扱いを子細に規定し、それら個々の契約に基づく商標・著作権の取得・管理・運用
を行うことで、ビジネスモデル「キャラクターマーチャンダイジング」の保護と促進を両立している。商標権等を根拠とした模倣品対策にも積
極的に取り組んでいることで、ライセンサーに「バンダイと組めば商品化においてキャラクターの価値が最大化されるだけでなく、かつ模倣
品被害にも対抗できる」と信頼されている。
　年間で約１４，５００点という多種多様な販売商品について、迅速に知財チェックを行い、かつ事業部のニーズやスピード感に沿った権利
化が進められるよう、知財の取得・管理体制で内製化を１０年以上前より推進している。
　「模倣品全てを根絶することは困難」という現状認識の下、中国模倣品対策において「重点ターゲットの徹底的な排除」と、「成果の対外
ＰＲ」の２点に注力している。自社商品の模倣品の刑事事件にて、全国各地の警察署と連携し、知的財産権に基づき摘発への協力や告
訴を適宜実施するとともに税関への差止申立やＥＣサイトと連携して模倣品・侵害品のスムーズな排除を実現している。

知財功労賞 特許庁長官表彰
デザイン経営企業　ヤフー株式会社　代表取締役社長　川邊　健太郎

●受賞のポイント
　経営層はデザイン思考の重要性を創業時から理解しており、デザイン経営が世の中に広まる前からデザイン経営を実践して成長している。また、
創業時より日々、UI や UX( ユーザー体験 )を重要視し、サービスの新規提供と改善を連続して実施するとともに、ユーザーの来訪者数をデザイン
経営の成果・指標と考え、活動している。
　ブランドデザインの観点から重要な決定に関しては経営層が判断し、新サービスリリースに際して経営層自らが一ユーザーとして「体験」し、クオリテ
ィ向上に関与している。さらに、デザインに関してガイドライン・スタイルガイドなどルールで統一して運用し、重要な変更は必ず役員会を通して決定し
ている。
　ユーザー・パートナーにとって安全かつ健全な環境の確保や、情報技術社会の発展への貢献を重視し、特許・意匠・商標を中心とした知的財
産ポートフォリオの構築・活用を行っている。UI・UX( ユーザー体験 ) の観点から、使いやすさ、便利さを実現する機能やデザインを重視し、特許・意
匠・商標による多面的な保護を行っている。

令和 3年度　知的財産権制度活用優良企業等表彰
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令
和
２
年
度
の
自
動

走
行
ビ
ジ
ネ
ス
検
討
会
で

は
、
無
人
自
動
運
転
サ
ー

ビ
ス
（
レ
ベ
ル
４
）
の
社
会

実
装
に
向
け
て
、
こ
れ
ま

で
の
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

成
果
を
踏
ま
え
つ
つ
、
今

後
５
年
間
で
取
り
組
む

次
期
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
工

程
表
等
に
つ
い
て
検
討
を

行
い
、
４
月　

日
、
報
告

３０

書
「
自
動
走
行
の
実
現
及

び
普
及
に
向
け
た
取
組

報
告
と
方
針
Ｖ
ｅ
ｒ
ｓ

ｉ
ｏ
ｎ
５
。
０
〜
レ
ベ
ル

４
自
動
運
転
サ
ー
ビ
ス
の

社
会
実
装
を
目
指
し
て

〜
」を
取
り
ま
と
め
た
。

　

自
動
走
行
ビ
ジ
ネ
ス
検

討
会
は
、
産
学
官
オ
ー
ル

ジ
ャ
パ
ン
体
制
で
自
動
走

行
の
ビ
ジ
ネ
ス
化
を
推
進

す
る
た
め
、
２
０
１
５
年

２
月
に
、
経
済
産
業
省
製

造
産
業
局
長
と
国
土
交

通
省
自
動
車
局
長
の
主

催
で
、
自
動
車
メ
ー
カ
ー
、

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
、
有
識
者

の
参
加
を
得
て
、
設
置
し

た
も
の
。

　

経
済
産
業
省
、
国
土
交

通
省
で
は
、
令
和
２
年
度

ま
で
の
実
証
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
と
し
て
、
ラ
ス
ト
マ
イ
ル

走
行
実
証
、
高
速
道
路
に

お
け
る
ト
ラ
ッ
ク
隊
列
走

行
実
証
実
験
に
取
り
組

ん
で
き
た
。

　

こ
れ
ら
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
通
じ
て
、
２
月　

日
に

２２

は
、
新
東
名
高
速
道
路
の

一
部
区
間
に
お
い
て
後
続

車
の
運
転
席
を
実
際
に

無
人
と
し
た
状
態
で
、
ト

ラ
ッ
ク
後
続
車
無
人
隊
列

走
行
を
実
施
し
、
３
月　
２５

日
に
は
、
福
井
県
永
平
寺

町
に
お
い
て
国
内
で
初
め

て
レ
ベ
ル
３
の
認
可
を
受

け
た
遠
隔
型
自
動
運
転

シ
ス
テ
ム
を
用
い
て
１
名

の
遠
隔
運
転
手
が
３
台
の

無
人
自
動
運
転
車
両
を

運
行
す
る
形
の
サ
ー
ビ
ス

を
開
始
す
る
な
ど
、
自
動

運
転
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
に

向
け
た
成
果
が
着
実
に

得
ら
れ
て
い
る
。

　

一
方
、
こ
れ
ら
の
サ
ー

ビ
ス
・
技
術
が
実
現
で
き

て
も
、
限
定
的
な
技
術
、

サ
ー
ビ
ス
、
地
域
に
止
ま

り
、
本
格
的
な
自
動
運
転

サ
ー
ビ
ス
の
展
開
に
向
け

て
は
更
な
る
取
組
を
進
め

る
こ
と
が
必
要
だ
。

　

こ
う
し
た
中
で
、
令
和

２
年
度
自
動
走
行
ビ
ジ

ネ
ス
検
討
会
で
は
、
無
人

自
動
運
転
サ
ー
ビ
ス（
レ
ベ

ル
４
）
の
社
会
実
装
に
向

け
て
、
こ
れ
ま
で
の
実
証

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を

踏
ま
え
つ
つ
、
①
今
後
５

年
間
で
取
り
組
む
次
期

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
工
程
表
、

②
実
証
実
験
の
実
施
者
の

協
調
に
よ
る
取
組
の
推

進
、
③
今
後
の
協
調
領
域

と
し
て
取
り
組
む
こ
と
が

考
え
ら
れ
る
課
題
等
を

検
討
し
、
報
告
書
を
取
り

ま
と
め
た
。

　

報
告
書
の
ポ
イ
ン
ト

は
、
ま
ず
、
２
０
２
５
年

度
ま
で
の
５
年
間
に
取
り

組
む
べ
き
次
期
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
工
程
表
を
作
成
し

た
。そ
し
て
、今
後
協
調
領

域
と
し
て
取
り
組
む
べ
き

課
題
と
し
て
、
次
期
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
も
挙
げ
ら
れ

て
い
る
５
つ
の
点
（
下
図
）

を
中
心
と
し
て
取
り
組
む

こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、

こ
れ
ら
は
、
相
互
に
関
連

し
て
お
り
、
横
断
的
な
視

点
も
含
め
取
り
組
む
こ
と

が
重
要
と
し
て
い
る
。

経　産　新　報

�
自
動
走
行
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人
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取
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中
小
企
業
庁
で
は
、

「
令
和
２
年
度
中
小
企

業
の
動
向
」
及
び
「
令
和

３
年
度
中
小
企
業
施
策
」

（
中
小
企
業
白
書
）、
並

び
に
「
令
和
２
年
度
小
規

模
企
業
の
動
向
」
及
び

「
令
和
３
年
度
小
規
模

企
業
施
策
」（
小
規
模
企

業
白
書
）
を
取
り
ま
と

め
、
４
月　

日
閣
議
決
定

２３

さ
れ
た
。

　

２
０
２
１
年
版
白
書

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症（
以
下
、「
感

染
症
」
と
い
う
。）
が
中

小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

に
与
え
た
影
響
や
、
こ
の

危
機
を
乗
り
越
え
る
た

め
に
重
要
な
取
組
と
し

て
、
事
業
環
境
の
変
化
を

踏
ま
え
た
事
業
の
見
直

し
、
デ
ジ
タ
ル
化
、
事
業

承
継
・
Ｍ
＆
Ａ
に
関
す
る

取
組
等
に
つ
い
て
、
豊
富

な
事
例
を
交
え
な
が
ら

調
査
・
分
析
を
行
っ
た
。

　

２
０
２
１
年
版
白
書

の
ポ
イ
ン
ト
は
、

○
感
染
症
流
行
に
よ
り
、

多
く
の
中
小
企
業
が
引

き
続
き
厳
し
い
状
況
に

あ
る
。

○
事
業
環
境
の
変
化
を

転
機
と
捉
え
、
顧
客
の

ニ
ー
ズ
や
自
社
の
強
み

に
着
目
し
、
事
業
を
見
直

す
こ
と
も
重
要
。

○
財
務
状
況
を
把
握
し
、

事
業
環
境
の
変
化
に
合

わ
せ
た
経
営
戦
略
を
立

て
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
に

向
け
て
は
、
デ
ジ
タ
ル
化

に
積
極
的
な
組
織
文
化

の
醸
成
や
業
務
プ
ロ
セ

ス
の
見
直
し
な
ど
の
組

織
改
革
を
、
経
営
者
が
関

与
し
、
全
社
的
に
推
進
し

て
い
く
こ
と
が
重
要
。

○
事
業
承
継
後
に
新
た

な
取
組
に
チ
ャ
レ
ン
ジ

す
る
企
業
が
多
く
、
事
業

承
継
は
企
業
の
成
長
・
発

展
の
た
め
に
も
重
要
。
事

業
承
継
策
の
１
つ
で
あ

る
Ｍ
＆
Ａ
は
イ
メ
ー
ジ

が
改
善
し
件
数
も
増
加
。

○
感
染
症
流
行
に
よ
る

消
費
者
の
意
識
・
行
動
の

変
化
に
着
目
し
、
新
た
な

需
要
を
獲
得
す
る
小
規

模
事
業
者
も
存
在
。

○
地
域
と
の
つ
な
が
り

や
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
取
組

は
小
規
模
事
業
者
の
持

続
的
発
展
に
貢
献
。

○
感
染
症
流
行
下
の
支

援
を
通
じ
て
、
商
工
会
・

商
工
会
議
所
へ
の
期
待

は
高
ま
っ
て
い
る
。

中小企業白書
小規模企業白書

中小企業庁

　

三
菱
パ
ワ
ー
を
幹
事

会
社
と
す
る
共
同
企
業

体
（
注
１
）
は
、
福
島
県

い
わ
き
市
で
進
め
て
き

た
石
炭
ガ
ス
化
複
合
発

電
（
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ:Integrat

ed
coalG

asification
C

om
bined

C
ycle

）
設
備

の
建
設
工
事
を
完
了
し
、

こ
の
ほ
ど
発
注
元
の
勿

来
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
パ
ワ
ー
合

同
会
社
に
納
入
し
た
。
同

設
備
は
、
世
界
最
新
鋭
の

石
炭
ガ
ス
化
技
術
に
よ

る
高
効
率
・
ク
リ
ー
ン
な

商
業
発
電
所
と
し
て
、
今

月　

日
に
運
転
を
開
始

１６
し
た
。

　

同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は

勿
来　

号
機
（
旧
Ｉ
Ｇ
Ｃ

１０

Ｃ
実
証
機
）
の
経
験
を
活

か
し
、
約
２
倍
の
ス
ケ
ー

ル
ア
ッ
プ
を
実
現
さ
せ

た
世
界
最
大
規
模
の
Ｉ

Ｇ
Ｃ
Ｃ
で
あ
り
、
国
内
で

開
発
さ
れ
た
空
気
吹
き

Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
の
初
め
て
の

大
型
商
用
機
に
な
る
。
勿

来　

号
機
と
比
較
し
ガ

１０
ス
タ
ー
ビ
ン
の
燃
焼
温

度
向
上
に
よ
り
発
電
効

率　

％
（
注
２
）
を
達
成

４８
し
、
大
幅
に
効
率
を
改
善

し
て
い
る
。

　

こ
の
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
設
備

は
、
石
炭
を
高
温
高
圧
の

ガ
ス
化
炉
で
ガ
ス
化
し
、

硫
黄
、
煤
じ
ん
な
ど
を
分

離
・
除
去
し
て
精
製
し
た

ガ
ス
を
燃
料
と
し
て
ガ

ス
タ
ー
ビ
ン
を
駆
動
さ

せ
、
そ
の
燃
焼
排
ガ
ス
を

排
熱
回
収
ボ
イ
ラ
ー
に

導
き
、
発
生
し
た
蒸
気
を

利
用
し
て
運
転
す
る
蒸

気
タ
ー
ビ
ン
を
組
み
合

わ
せ
た
高
効
率
の
コ
ン

バ
イ
ン
ド
サ
イ
ク
ル
方

式
を
採
用
し
て
い
る
。

　

従
来
の
石
炭
焚
き
火

力
発
電
に
比
べ
て
発
電

効
率
が
向
上
し
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
低
減
に
も
寄
与
す

る
こ
と
か
ら
、
資
源
の
有

効
利
用
と
環
境
保
全
の

両
立
を
は
か
る
発
電
事

業
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
え

る
発
電
設
備
と
し
て
期

待
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
ガ
ス
化
炉
、
ガ

ス
精
製
設
備
、
ガ
ス
タ
ー

ビ
ン
、
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
な

ど
の
主
要
構
成
設
備
を

三
菱
重
工
グ
ル
ー
プ
に

よ
る
取
り
ま
と
め
の
も

と
納
入
す
る
こ
と
に
よ

り
、
全
体
最
適
化
さ
れ
た

高
い
性
能
と
信
頼
性
を

有
す
る
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
設
備

を
提
供
し
て
い
る
。

　

勿
来
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
パ

ワ
ー
合
同
会
社
に
よ
る

今
回
の
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
設
備

建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

は
、
世
界
最
新
鋭
の
火
力

発
電
技
術
の
提
供
を
通

じ
て
産
業
基
盤
の
創
出

と
福
島
県
の
復
興
へ
貢

献
す
る
と
い
う
関
係
者

の
思
い
が
込
め
ら
れ
て

い
る
。

　

三
菱
パ
ワ
ー
は
、
こ
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
参

画
を
通
じ
て
、
次
世
代
の

高
効
率
発
電
シ
ス
テ
ム

で
あ
る
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
の
普

及
に
よ
る
資
源
の
有
効

利
用
と
環
境
保
全
、
そ
し

て
地
域
活
性
化
に
貢
献

し
て
い
く
と
し
て
い
る
。

注
１　

三
菱
パ
ワ
ー
株

式
会
社
、
三
菱
重
工
エ
ン

ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
株
式
会

社
、
三
菱
電
機
株
式
会

社
、
三
菱
パ
ワ
ー
環
境
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株
式
会

社
の
４
社
か
ら
な
っ
て

い
る
。

注
２　

送
電
端
効
率
（
Ｌ

Ｈ
Ｖ：

低
位
発
熱
量
基

準
）
に
よ
る
も
の
。

勿来ＩＧＣＣ発電所

　

勿
来
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
パ
ワ
ー

石
炭
ガ
ス
化
複
合
発
電
設
備
が
完
工

産
業
基
盤
創
出
と
福
島
県
の
復
興
へ

４
月　

日
か
ら
運
転
開
始

１６
ポイント

◆同社の火力発電向けボイラー製造技術などを導入した、
　耐高温・耐高圧の空気吹き石炭ガス化炉を採用
◆発電効率向上とＣＯ２排出低減に寄与、資源の有効利用
　と環境保全を両立する次世代火力発電テクノロジー

�

�

�

�

���������������������

���������������������

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�

ン
(
熱
電
併
給
)
プ
ラ
ン

ト
を
建
設
す
る
に
あ
た

り
、
そ
の
中
核
設
備
と
し

て
「
L　

A
」
が
採
用
さ

30

れ
た
。同
プ
ラ
ン
ト
は
、
2

0
2
2
年
夏
頃
の
運
転

開
始
を
予
定
し
て
い
る
。

　

現
在
、
中
国
で
は
エ
ネ

ル
ギ
ー
利
用
の
効
率
化
を

推
進
し
て
お
り
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
分
散
型

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
が
加

速
し
て
い
る
。
こ
れ
に
伴

い
、
従
来
の
石
炭
火
力
発

電
か
ら
、
環
境
性
能
お
よ

び
負
荷
応
答
性
の
高
い
高

効
率
ガ
ス
火
力
発
電
へ
の

切
り
替
え
が
進
む
と
考

え
ら
れ
て
い
る
。

　

同
社
は
、ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

や
ガ
ス
エ
ン
ジ
ン
、
ボ
イ
ラ

な
ど
分
散
型
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
に
対
応
し
た
製

品
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
を
備
え
、

そ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ
た

コ
ン
バ
イ
ン
ド
サ
イ
ク
ル
パ

ワ
ー
プ
ラ
ン
ト
し
て
最
適

な
総
合
シ
ス
テ
ム
を
提
案

で
き
る
こ
と
が
強
み
。
今

後
も
製
品
技
術
力
の
さ

ら
な
る
向
上
と
プ
ラ
ン
ト

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
力
の
強

化
に
積
極
的
に
取
り
組

み
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
事

業
を
グ
ロ
ー
バ
ル
に
展
開

す
る
と
と
も
に
、
多
様
な

市
場
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応

え
な
が
ら
、エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
と
環
境
負
荷

の
低
減
、
低
炭
素
・
脱
炭

素
社
会
の
実
現
へ
貢
献
し

て
い
く
と
し
て
い
る
。

ネ
ル
ギ
ー
供
給
会
社
。

　

今
回
、
?
坊
市
?
投
分

布
式
能
源
有
限
公
司
が
、

中
国
国
家
能
源
局
が
主

導
す
る
電
力
自
由
化
の

実
現
に
向
け
た
実
証
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
、山
東
省

?
坊
市
で
新
た
に
地
域
の

工
場
お
よ
び
住
宅
向
け

に
、
蒸
気
と
電
力
を
供
給

す
る
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ

向
け
受
注
は
今
回
が
初

め
て
で
あ
る
。

　

?
坊
市
?
投
分
布
式

能
源
有
限
公
司
は
、
山
東

省
?
坊
市
政
府
系
企
業

で
、主
に
イ
ン
フ
ラ
・
都
市

開
発
を
行
う
?
坊
?
城

投
?
?
?
有
限
公
司
（W

eifang
B
incheng

Inves
tm

entD
evelopm

entC
o.,Ltd.

）
傘
下
の
総
合
エ

　

川
崎
重
工
は
、
中
国
山

東
省
の
?
坊
市
?
投
分

布
式
能
源
有
限
公
司
（W

eifang
B
intou

D
istribu

ted
E
nergy

C
o.,Ltd

）

か
ら
、
同
社
製
ガ
ス
タ
ー

ビ
ン
の
最
大
出
力
機
種
で

あ
る　

M
W
級
の
純
国

30

産
高
効
率
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

「
L　

A
」
1
基
を
受
注

30
し
た
。「
L　

A
」
の
海
外

30

【L30A】

　

M
W
級
の
純
国
産
高
効
率
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

30「
L　

A
」
を
海
外
向
け
に
初
受
注

30

川
崎
重
工

　

株
式
会
社
Ｊ
Ｔ
Ｂ
、
株

式
会
社
ス
ノ
ー
ピ
ー
ク

ビ
ジ
ネ
ス
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
ズ
、
日
本
航
空
株
式

会
社
、
三
菱
地
所
株
式
会

社
は
、
新
し
い
働
き
方
・

生
き
方
と
し
て
注
目
を

集
め
る
「
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ

ン
」
を
真
の
意
味
で
日
本

に
定
着
さ
せ
企
業
に
利

用
・
導
入
い
た
だ
く
に
は

ど
う
す
れ
ば
よ
い
か
、
と

い
う
共
通
課
題
を
共
に

解
決
す
べ
く
業
務
提
携

を
行
い
、
�

関
係
各
社
の

強
み
�
を
活
か
し
た
オ
ー

ダ
ー
メ
イ
ド
型
「
ワ
ー

ケ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ

ム
」を
４
月
１
日
よ
り
Ｊ

Ｔ
Ｂ
に
て
販
売
開
始
し

た
。

　

社
内
外
で
ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
推
進
し
、
旅
行

商
品
と
し
て
パ
ッ
ケ
ー

ジ
ン
グ
で
き
る
Ｊ
Ｔ
Ｂ
。

　

２
０
１
６
年
の
設
立

以
来
、
多
く
の
企
業
課
題

を
�

ア
ウ
ト
ド
ア
�
と
い

う
切
り
口
で
解
決
し
て

き
た
ス
ノ
ー
ピ
ー
ク
ビ

ジ
ネ
ス
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
ズ
。

　

２
０
１
７
年
に
い
ち

早
く
積
極
的
に
ワ
ー

ケ
ー
シ
ョ
ン
を
実
践
し

社
内
人
事
制
度
改
革
や

実
証
実
験
を
行
っ
て
き

た
日
本
航
空
。

　

２
０
１
８
年
に
ワ
ー

ケ
ー
シ
ョ
ン
事
業
へ
参

入
し
和
歌
山
県
南
紀
白

浜
や
長
野
県
軽
井
沢
に

て
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
オ

フ
ィ
ス
を
展
開
し
て
き

た
三
菱
地
所
。

　

こ
の
４
社
の
経
験
・
ス

キ
ル
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を

組
み
合
わ
せ
、
企
業
の
生

産
性
改
善
・
チ
ー
ム
ビ
ル

デ
ィ
ン
グ
・
社
員
満
足
度

向
上
な
ど
に
貢
献
す
る

オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
商

品
だ
。

　

な
お
同
商
品
は
、
エ
ン

タ
テ
イ
メ
ン
ト
や
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
の
企
画
運

営
に
お
い
て
実
績
を
持

つ
株
式
会
社
博
報
堂
の

協
力
を
得
て
、
博
報
堂

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
ス

ク
ー
ル
の
講
師
に
よ
る

創
発
型
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
な
ど
利
用
者
に
と
っ

て
魅
力
的
で
効
果
の
高

い
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て

提
供
し
て
い
く
。

※
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン：

「
Ｗ
ｏ
ｒ
ｋ
」
と
「
Ｖ
ａ

ｃ
ａ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
」
を
組
み

合
わ
せ
た
欧
米
発
の
造

語
と
い
わ
れ
て
い
る
。

オーダーメイド型「ワーケーションプログラム」
４月１日からＪＴＢにて販売開始

各業界のプロがカウンセリング＆コーディネート
株式会社ＪＴＢ

用
水
な
ど
と
し
て
、
飲
料

水
と
し
て
提
供
で
き
る
レ

ベ
ル
ま
で
浄
水
し
、さ
ら
に

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
低
減
や

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
削
減
に

貢
献
し
て
い
く
。

　

同
製
品
は
、
濁
質
耐

性
・
耐
薬
品
性
・
透
水
性

に
優
れ
た
膜
モ
ジ
ュ
ー
ル

に
よ
り
、
当
社
従
来
型
比

で
約　

％
の
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ

５０

ス
ト
低
減
を
可
能
と
し

た
。
膜
１
本
あ
た
り
の
透

水
量
を
高
め
る
こ
と
で
、

膜
本
数
を
削
減
。
ま
た
、

洗
浄
に
必
要
な
薬
品
量

や
交
換
時
に
廃
棄
す
る

膜
本
数
を
削
減
で
き
、
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
の
削
減
に
も

貢
献
で
き
る
装
置
だ
。

　

膜
モ
ジ
ュ
ー
ル
の
水
道

用
認
証
（
Ａ
Ｍ
Ｓ
Ｔ
認

証
）
取
得
し
、
高
品
質
な

水
の
需
要
が
高
ま
っ
て
い

る
飲
料
・
食
品
加
工
な
ど

の
用
水
用
途
と
し
て
も
利

用
が
可
能
だ
。

　

産
業
用
ボ
イ
ラ
の
ト
ッ

プ
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
三
浦

工
業
株
式
会
社
は
、
か
ね

て
よ
り
安
全
性
の
向
上
や

水
コ
ス
ト
の
低
減
が
で
き

る
膜
ろ
過
装
置
の
開
発

を
進
め
て
お
り
、
こ
の
た

び
、
最
新
の
Ｕ
Ｆ
膜
モ
ジ

ュ
ー
ル
を
採
用
し
た
Ｕ
Ｆ

膜
ろ
過
装
置
「
Ｗ
Ｕ
－
Ａ

Ｋ
」
の
モ
デ
ル
チ
ェ
ン
ジ
機

を
４
月
よ
り
販
売
開
始

し
た
。
飲
料
・
食
品
加
工

Ｕ
Ｆ
膜
ろ
過
装
置
「
Ｗ
Ｕ
�
Ａ
Ｋ
」

ＵＦ膜ろ過装置「ＷＵ－ＡＫ」
モデルチェンジ
高回収率運転で

ランニングコスト低減
三浦工業

　

コ
ス
モ
石
油
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
株
式
会
社
（
代

表
取
締
役
社
長
：
森
山

　

幸
二
、
以
下
、
当
社
）

は
、
世
界
的
な
脱
炭
素
化

社
会
へ
の
シ
フ
ト
を
は

じ
め
持
続
可
能
な
社
会

の
実
現
に
向
け
、
電
気
自

動
車
（
以
下
、
Ｅ
Ｖ
）
の

普
及
が
加
速
す
る
と
の

長
期
的
な
環
境
認
識
に

基
づ
き
、
第
６
次
連
結
中

期
経
営
計
画
Ｏ
ｉ
ｌ
＆

Ｎ
ｅ
ｗ
の
も
と
、
Ｅ
Ｖ
を

軸
と
し
た
新
た
な
モ
ビ

リ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス
の
創

出
を
進
め
て
い
る
。

　

そ
の
実
現
に
向
け
た

具
体
的
な
取
組
み
と
し

て
、２
０
２
０
年
６
月　
１７

日
付
当
社
プ
レ
ス
リ

リ
ー
ス
で
案
内
の
通
り
、

株
式
会
社e-M

obility
Po

w
er

と
の
連
携
に
よ
り
、

同
社
系
列
サ
ー
ビ
ス
ス

テ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
E
V

用
急
速
充
電
器
の
設
置

及
び
関
連
サ
ー
ビ
ス
の

開
発
を
推
進
し
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
ど
、
同
取
組
み

を
踏
ま
え
た
新
た
な
試

み
と
し
て
、
同
社
Ｓ
Ｓ
セ

ル
フ
ピ
ュ
ア
新
宿
中
央

に
お
い
て
、
Ｅ
Ｖ
用
急
速

充
電
器
の
運
用
及
び
Ｅ

Ｖ
カ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

の
提
供
を
開
始
し
た
。

　

ま
た
同
時
に
、
こ
れ
ら

の
サ
ー
ビ
ス
に
用
い
る

電
力
と
し
て
、
コ
ス
モ
エ

ネ
ル
ギ
ー
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス
株
式
会
社
の
１

０
０
％
子
会
社
で
あ
る

コ
ス
モ
エ
コ
パ
ワ
ー
株

式
会
社
の
風
力
発
電
由

来
の
実
質
Ｃ
Ｏ
２
フ

リ
ー
電
力
「
コ
ス
モ
で
ん

き
ビ
ジ
ネ
ス
グ
リ
ー
ン
」

の
供
給
を
開
始
し
た
。

�サービス風景写真�　　写真に向かって左の駐車マスがＥＶ用
急速充電スペース、中央がＥＶカーシェアリング車両

風力発電由来の実質ＣＯ２フリー電力
ＥＶ用急速充電器及びＥＶカーシェアの運用開始

コスモ石油マーケティング

令
和
３
年
度
「
素
形
材

産
業
貢
献
表
彰
」
募
集

　

素
形
材
セ
ン
タ
ー
で
は　
１１

月
の
素
形
材
月
間
事
業
の

一
環
と
し
て
、
令
和
３
年

度
に
は
次
の
表
彰
事
業
を

実
施
す
る
。

　

同
表
彰
事
業
は
、　

月
１１

の
素
形
材
月
間
事
業
の
重

要
な
一
環
と
位
置
付
け
ら

れ
て
お
り
、
今
回
は
令
和

３
年　

月
５
日
（
金
）
に

１１

経
済
産
業
省
関
係
者
等

も
列
席
し
て
、
機
械
振
興

会
館（
東
京
・
芝
公
園
）に

お
い
て
表
彰
式
を
行
う
予

定
。

募
集
概
要

■
表
彰
の
対
象

　

素
形
材
産
業
技
術
賞

は
、
概
ね
過
去
５
年
以
内

に
開
発
さ
れ
、あ
る
程
度
の

実
用
化
の
実
績
（
実
用
化

の
具
体
的
な
見
通
し
の
あ

る
も
の
を
含
む
）
が
あ
る
優

秀
な
素
形
材
産
業
技
術
の

開
発
者
を
表
彰
す
る
。

■
応
募
方
法

　

募
集
要
項
に
基
づ
き
、

応
募
用
紙
を
ご
作
成
の

上
、
素
形
材
セ
ン
タ
ー
へ
提

出
。

■
募
集
締
め
切
り

　

令
和
３
年
５
月　

日
２１

（
金
）

　

提
出
先
、
問
い
合
わ
せ

先（
事
務
局
）

　

一
般
財
団
法
人
素
形

材
セ
ン
タ
ー　

業
務
部

　

電
話　

（
３
４
３
４
）

０３

３
９
０
７

　

オ
プ
テ
ッ
ク
ス
・
エ
フ
エ
ー

株
式
会
社
（
本
社：

京
都

市
下
京
区
、
代
表
取
締
役

社
長：

中
島
達
也
）
は
４

月　

日
、
低
温
金
属
測
定

２２
用
非
接
触
温
度
計
「
Ｇ
Ｔ

�
４
Ｍ
シ
リ
ー
ズ
」
を
発

売
し
た
。

　

同
社
の
Ｇ
Ｔ
シ
リ
ー
ズ

は
、
物
体
が
放
射
す
る
赤

外
線
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
を
測

り
温
度
を
測
定
す
る
非

接
触
温
度
計
（
放
射
温
度

計
）
で
、
樹
脂
、
ゴ
ム
、
金

属
、セ
ラ
ミ
ッ
ク
、フ
ィ
ル
ム
、

ガ
ラ
ス
な
ど
各
素
材
の
温

度
測
定
に
最
適
な
測
定

波
長
を
使
用
し
た
機
種
を

複
数
用
意
し
て
い
る
。

　
「
Ｇ
Ｔ
�
４
Ｍ
シ
リ
ー

ズ
」
は
高
感
度
素
子
を
採

用
し
、
２
・
２
〜
６
μ
ｍ

の
測
定
波
長
を
使
用
す
る

こ
と
に
よ
り
、
金
属
や
金

属
酸
化
物
、
非
鉄
金
属
や

セ
ラ
ミ
ッ
ク
な
ど
の
温
度
測

定
が
低
温
域
０
℃
か
ら

測
定
可
能
に
な
っ
た
。

　

さ
ら
に
従
来
機
種
に
比

べ
て
、
極
め
て
安
定
し
た
測

定
を
実
現
し
て
い
る
。

　

応
答
時
間
は
０
・
３
ｍ

ｓ
で
、
メ
ル
ト
ガ
ン
で
の
塗

布
や
高
速
ラ
イ
ン
に
も
対

応
可
能
。
セ
ン
サ
ヘッ
ド
は
、

世
界
最
小
ク
ラ
ス
Ｍ　

×
１２

　

�

の
超
小
型
セ
ン
サ
ヘッ

２８ド
を
採
用
し
、装
置
へ
の
組

込
み
に
も
最
適
だ
。

　

ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
は
測
定

視
野
に
合
わ
せ
て
２
種
類

を
用
意
し
て
い
る
。
価
格

は
オ
ー
プ
ン
プ
ラ
イ
ス
。
国

内
販
売
数
目
標

（
年
間
）
は
、
３
千
台
（
Ｇ

Ｔ
シ
リ
ー
ズ
）。

　

今
後
も
オ
プ
テ
ッ
ク
ス
・

エ
フ
エ
ー
は
、
産
業
界
の
温

度
管
理
に
貢
献
す
る
付

加
価
値
の
高
い
非
接
触
温

度
計
を
提
案
し
て
い
く
と

し
て
い
る
。

　

図
１
の
説
明　

＋　
７０

℃
に
設
定
し
た
金
属
ヒ
ー

タ
を
＋
１
０
０
℃
ま
で

温
度
を
上
昇
さ
せ
、
従
来

機
と
Ｇ
Ｔ
�
４
Ｍ
の
温

度
推
移
を
比
較
し
た
。
値

が
バ
ラ
つ
く
従
来
機
に
対

し
て
Ｇ
Ｔ
�
４
Ｍ
は
値
が

振
れ
る
こ
と
な
く
、
安
定

し
て
温
度
測
定
が
で
き
て

い
る
。

低
温
金
属
の
温
度
を
安
定
し
て
測
定

非
接
触
温
度
計「
Ｇ
Ｔ
�
４
Ｍ
シ
リ
ー
ズ
」発
売

オ
プ
テ
ッ
ク
ス
・
エ
フ
エ
ー

製品外観

図 1　低温域での測定比較
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アプリケーション

鏡面ローラーの温度測定 エンジンバルブの温度測定 高速ラインでのホットメルト有無検査
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